
２０２５年度適用分以降の減免申請の流れ（申請の可否および減免率の判断） 
 

前 
 

提 

（１） 自社の事業を、日本標準産業分類の細分類（４桁）に基づいて分類 

（２） 各事業所で使用した電力量を経済的指標を使用して、事業毎に按分する 

（３） （２）の電力使用量を集計し、事業毎の原単位を計算する 

 
 

認

定

基

準 

（１）電気の使用に係る原単位（電気使用量（ｋWｈ）／売上高（千円））が基準値を超える事業を行う者 

（２）申請事業所における申請事業の電気使用量が年間１００万ｋｗｈを超えること。 

（３）申請事業所における申請事業の電気使用量が申請事業所の電気使用量の過半を占めていること。 

（４）原単位の改善の為の取組を行う者のうち、次の①～④のいずれかを満たし、かつ、⑤を実施すること 

① １１月１日前に終了した直近事業年度から起算して、過去４事業年度分の原単位の変化率の平

均の値が９９％以下である。 

② １１月１日前に終了した直近事業年度又はその前事業年度において、各事業年度の原単位が、 

それぞれの事業年度の前事業年度の原単位以下であり、かつ、１１月１日前に終了した直近事業

年度から起算して、過去４事業年度分の原単位の変化率の平均の値が１０５％以下である。 

③ １１月１日前に終了した直近事業年度の前事業年度から起算して、過去４事業年度分の原単位  

の変化率の平均の値が９９％以下である。 

④ １１月１日前に終了した直近事業年度の前事業年度又はその前事業年度において、各事業年度

の原単位が、それぞれの事業年度の前事業年度の原単位以下であり、かつ、１１月１日前に終了

した直近事業年度の前事業年度から起算して、過去４事業年度分の原単位の変化率の平均の

値が１０５％以下である。 

⑤ 原単位の改善のための取組に関する状況を公表すること。 

※①～④の
いずれかを
満たすか否
かの詳細は
別紙 を 確 認
し、「申請可」
と あ れ ば 、
要件を満た
している 

 

（１）（２）（３）（４） 
全ての要件を満た
す 

（１）（２）（３）（４）の 

どれか１つでも満たさない

  

 
 

優
良
基
準 

原単位の改善の為の取組を行う者のうち、次の①または②を満たしていること 

①１１月１日前に終了した直近事業年度から起算して、過去４事業年度分の原単位の変化率の 

平均の値が９９％以下である。 

②１１月１日前に終了した直近事業年度又はその前事業年度において、各事業年度の原単位が、 

それぞれの事業年度の前事業年度の原単位以下であり、かつ、１１月１日前に終了した直近事業年

度から起算して、過去４事業年度分の原単位の変化率の平均の値が１０５％以下である。 

 
※詳細は別
紙を確認する

こと 

 

別紙において 別紙において 
 

基準を満たす 
 

↑この色がつ
いている組み

合わせ 

基準を満たさない 
 

↑この色がつ
いている組み

合わせ 

 

  
 

製造業  

非製造業 

製造業 非製造業 

減免率は４割 減免率は２割 
 

 
減免率は４割 

※ なお、優良基準を満たさない場合であっても①省エネ法に基づく「事業ク

ラス分け評価制度」においてＳクラス相当である場合または ②やむを得ない事

情があると認められた場合は優良基準を満たすものとして扱われる。（経済産

業省告示で定められた要件に基づき、資源エネルギー庁の審査の結果による） 

申  請 可 申 請 不 可 

省令で定める基準に適合している 省令で定める基準を満たさない 

減免率は８割 



 

省令で定める基準（減免申請要件および優良基準）の判定表 
 

直近４事業年度 
 

 
 
直近２事業年度 

 

 

直近事業年度 

 

２事業年度前（前々事業年度） 

の数値の計算に使用する期間 

直近４事業年度 
 
 

直近２事業年度 

 
 
申請時の直近事業年度の数値の 

計算に使用する期間 

直近事業年度 

 

 
６事業年度前 ５事業年度前 ４事業年度前 ３事業年度前 

２事業年度前 
（前々事業年度） 

直近事業年度 
（前事業年度） 

電力原単位 ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ 

対前年度比 
 

①＝（ｂ／ａ） ②＝（ｃ／ｂ） ③＝（ｄ／ｃ） ④＝（ｅ／ｄ） ⑤＝（ｆ／ｅ） 

 

電力原単位の対前年比変化率の平均 
（平均変化率）の計算式 

 

直近事業年度の 
（②×③×④×⑤） 

１／４

 

平均変化率 
 

２事業年度前の 
（①×②×③×④） 

１／４

 

平均変化率 

 

手 順 （１） 自社の「事業」を「日本標準産業分類・細分類（分類番号４桁）」に基づいて分類する 

（２） （１）の「事業」毎の原単位を計算し、上表の ａ～ｆ と ①～⑤欄に計算結果を記載する 

（３） 上表の右にある計算式により、「直近事業年度の平均変化率」（A）と「２事業年度前の平均変化率」（B）を計算する 

（４） 上表の数値、およびABの計算結果を基に、下表の左から順番に基準を満たすか否かを確認する 

（５） 下表の「減免申請の可否」に「申請可」とあれば減免申請の要件を満たし、「優良基準」が○であれば、更に高い減免率が認められる 
 

 
 

上記計算式の結果を下
に記載して、左から右へ
順番に確認していくと、 
「減免申請の可否」と 
「優良基準」について判
定することができる 

 

 

 

 
A  

B  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
※ 直近事業年度において、Ⅰ又はⅡの基準を満たしていない場合に、「省エネ法における事業者クラス分け評価制度において「Ｓクラス
相当」である」又は「災害その他やむを得ない理由があると認められる場合」においては省令で定める基準を満たしているものとみなしま
す。 
※※ ２事業年度前において、Ⅲ又はⅣの基準を満たしていない場合に、「災害その他やむを得ない理由があると認められる場合」におい
ては省令で定める基準を満たしているものとみなします。 

= A 

= B 

省令で定める基準（○が基準クリア、×は基準を満たさない）  

 

 

 
減免申請の

可否 

 

 

 

 

優良基準 

直近事業年度 
（前事業年度） 

２事業年度前 
（前々事業年度） 

Ⅰ 直近の事
業年度から起
算して、過去４ 
事業年度分の
原単位の変化
率の平均の値
が９９％以下
である 

 
Ⅱ 直近２事業年度連続で電
力原単位が悪化していない、
かつ、直近の事業年度から
起算して、過去４事業年度分
の原単位の変化率の平均の
値が１０５％以下である。 

Ⅲ 直近の事
業年度から起
算して、過去４ 
事業年度分の
原単位の変化
率の平均の値
が９９％以下
である 

 
Ⅳ 直近２事業年度連続で電
力原単位が悪化していない、
かつ、直近の事業年度から
起算して、過去４事業年度分
の原単位の変化率の平均の
値が１０５％以下である。 

○ 
 

A≦９９ 

 
← 左の基準で要件クリアのため、これより右の基準については判定不要。

判定結果は右 → 

 
申請可 

 
○ 

 

 

 

 

× 

 

 
それ以外 

○ 

ｄ＜ｅ＜ｆではない かつ 
A≦１０５ 

 

← 左の基準で要件クリアのため、これより
右の基準については判定不要。判定結果は

右  → 

 
申請可 

 
○ 

 

 
× 

 

 
それ以外 

○ 
 

B≦９９ 

 

← 左の基準で要件クリアの
ため、この基準については判
定不要。判定結果は右 → 

 
申請可 

 
× 

 
× 

 

 

B＞９９ 

○ 

ｃ＜ｄ＜ｅではない かつ 
B≦１０５ 

 
申請可 

 
× 

× 
 

それ以外 

 
申請不可 

 
－ 

 


